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道内地域別人口指数推計（全年齢、2020年＝100）
2045年全道指数77.5

1

注１： 人口指数の2020年は年齢不詳の者を除外している。
注２： 推計の対象は、外国人を含め、日本に常住する総人口で、

平成27年国勢調査に基づいている点について留意。
注３： 地域は北海道の振興局に準拠。
出典：総務省「令和２年国勢調査」、

国立社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口
（平成30年推計）」から北海道局作成

（年）

○ 北海道内の人口は522.4万人（2020年）で、2030年には7.2％減の479.2万人、2045年には22.5％減の400.5万人。

○ 2020年を100とすると2045年の人口指数は、札幌市、石狩（札幌市除く）、十勝が全道指数（77.5）を上回ると推計。

道内地域別人口推計（全年齢）

（年）

（年）

道内地域別人口推計（全年齢）



21.5 
19.5 

16.7 

0

5

10

15

20

25

2020 2030 2045

（万人）

札幌市人口推計

（15歳未満）

5.0 

4.0 

3.2 
2.5 

1.8 
1.1 

1.8 
1.3 

0.8 

4.1 
3.4 

2.5 

0.7 
0.5 0.3 

3.7 
2.9 

1.9 

0.3 0.2 0.1 

5.1 

4.0 

2.9 

0.4 
0.3 

0.2 
0.6 0.5 

0.3 

2.8 
2.3 

1.6 

3.9 
3.4 

2.8 
2.3 

1.8 
1.2 0.8 

0.7 
0.4 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

石狩（札幌

市除く）

空知 後志 胆振 日高 渡島 檜山 上川 留萌 宗谷 オホーツク 十勝 釧路 根室

（万人）

90.6

77.5
81.2

63.9
70.0

42.0

72.9

45.6

82.7

62.5

71.1

41.3

77.8

52.5

70.0

38.1

78.6

56.6

72.1

39.5

74.0

43.6

80.0

54.9

88.4

72.7 79.0

54.7

80.1

52.0

83.7

64.8

88.3

76.1

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

20
20

20
30

20
45

札幌市 石狩（札幌

市除く）

空知 後志 胆振 日高 渡島 檜山 上川 留萌 宗谷 オホーツク 十勝 釧路 根室 北海道 全国

2

2045年全道指数64.8道内地域別人口指数推計（15歳未満、2020年＝100）

○ 北海道内の15歳未満人口は、55.6万人（2020年）で2030年には16.3％減、2045年には35.2％減の36万人。

○ 2045年の人口指数は、札幌市、十勝が全道指数（64.8）を上回ると推計。

道内地域別人口推計（15歳未満）

注１： 人口指数の2020年は年齢不詳の者を除外している。
注２： 推計の対象は、外国人を含め、日本に常住する総人口で、平成27年国勢調査に基づいている点について留意。
注３： 地域は北海道の振興局に準拠。
出典：総務省「令和２年国勢調査」、国立社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」から北海道局作成。
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道内地域別人口推計（15歳未満）
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3

道内地域別人口指数推計（15～64歳、2015年＝100） 2045年全道指数65.6

道内地域別人口推計（15～64歳）

○ 北海道内の15～64歳人口は、319.1万人（2015年）で2030年には18.7％減、2045年には39.5％減の193.1万人。

○ 2045年の人口指数は、札幌市、十勝が全道指数（60.2）を上回ると推計。

注１： 人口指数の2020年は年齢不詳の者を除外している。
注２： 推計の対象は、外国人を含め、日本に常住する総人口で、平成27年国勢調査に基づいている点について留意。
注３： 地域は北海道の振興局に準拠。
出典：総務省「令和２年国勢調査」、国立社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」から北海道局作成。
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道内地域別人口推計（15～64歳）
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4

道内地域別人口指数推計（65～74歳、2020年＝100）
2045年全道指数82.6

道内地域別人口推計（65～74歳）
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注１： 人口指数の2020年は年齢不詳の者を除外している。
注２： 推計の対象は、外国人を含め、日本に常住する総人口で、平成27年国勢調査に基づいている点について留意。
注３： 地域は北海道の振興局に準拠。
出典：総務省「令和２年国勢調査」、国立社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」から北海道局作成。

○ 北海道内の65～74歳人口は、81.2万人（2020年）で2030年には21.6％減、2045年には17.4％減の67.4万人。

○ 2045年の人口指数は、札幌市、石狩（札幌市を除く）、十勝が全道指数（82.6）を上回ると推計。
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道内地域別人口推計（65～74歳）
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道内地域別人口指数推計（75歳以上、2020年＝100）
2045年全道指数122.6

道内地域別人口推計（75歳～）

○ 北海道内の75歳以上人口は、84.8万人（2020年）で2030年には28.8％増、2045年には22.6％増の104万人。

○ 2045年の人口指数は、札幌市、石狩（札幌市除く）、十勝が全道指数（122.6）を上回ると推計。

注１： 人口指数の2020年は年齢不詳の者を除外している。
注２： 推計の対象は、外国人を含め、日本に常住する総人口で、平成27年国勢調査に基づいている点について留意。
注３： 地域は北海道の振興局に準拠。
出典：総務省「令和２年国勢調査」、国立社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」から北海道局作成。

（年）

（年）

（年）

道内地域別人口推計（75歳以上）



2010年〜2015年における人口移動

出典： 総務省「国勢調査」から北海道局作成

2015年〜2020年における人口移動2005年〜2010年における人口移動

札幌市、道内（札幌市除く）、道外との間の人口移動変化
○ 北海道の人口移動について、道内（札幌市除く）から札幌市への人口移動は一貫して転出超過しており、 2005～2020年で約８万５千人の転出超過。

○ 道外と道内との関係では、直近は新型コロナウイルス感染症の影響等で転入超過となっているものの、2005～2020年で約１万７千人の転出超過。

○ 札幌市と道外の人口移動については、一貫して道外への転出超過が続いており、2005～2020年で約３万１千人の転出超過。

C 道外から
札幌市への
転入超過

▲3万953人

B 道外から道内
への転入超過
▲1万6,659人

A 札幌市
の転入超過
8万4,600人

2005年〜2020年における人口移動総数
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○ 札幌市、北海道（札幌市除く）、道外の人口移動について５歳階層別にみると、進学、就職時期に相当する年代（20～29歳）の割合が高い。

○ 特に道外への転出者数のうち20～29歳は全体の３割を超えている。

2015～2020年札幌市、北海道（札幌市除く）、道外の間の人口移動

注１： 人口異動は平成27（2015）年国勢調査時の常住地 （５年前の常住地）と令和２（2020）年国勢調査時の常住地の比較。
注２： 国外との人口移動は含めていない。
注３： 総数には年齢不詳を除く。
出典：総務省「令和２年国勢調査」から北海道局作成

9.7

6.2
6.8 6.8 7.0 6.9

27.5％

24.6％ 25.2％ 31.2％
28.2％ 35.6％

札幌市、道内（札幌市除く）、道外との間の人口移動変化（年齢階層別）



2015年 2020年 増減

1 札幌市 1,952,356 1975065 22,709

2 旭川市 339,605 329513 ▲ 10,092

3 函館市 265,979 251271 ▲ 14,708

4 苫小牧市 172,737 170234 ▲ 2,503

5 帯広市 169,327 166690 ▲ 2,637

6 釧路市 174,742 165230 ▲ 9,512

7 北見市 121,226 115608 ▲ 5,618

8 小樽市 121,924 111422 ▲ 10,502

9 室蘭市 88,564 82457 ▲ 6,107

10 岩見沢市 84,499 79424 ▲ 5,075

11 滝川市 41,192 39533 ▲ 1,659

12 網走市 39,077 35783 ▲ 3,294

13 稚内市 36,380 33584 ▲ 2,796

14 名寄市 29,048 27289 ▲ 1,759

15 根室市 26,917 24669 ▲ 2,248

16 中標津町 23,774 23023 ▲ 751

17 新ひだか町 23,231 21522 ▲ 1,709

18 紋別市 23,109 21224 ▲ 1,885

19 富良野市 22,936 21156 ▲ 1,780

20 留萌市 22,221 20123 ▲ 2,098

21 深川市 21,909 20062 ▲ 1,847

22 遠軽町 20,873 19250 ▲ 1,623

23 八雲町 17,252 15844 ▲ 1,408

24 倶知安町 15,018 15137 119

主な圏域中心都市の人口変化、人口密度の推移

8

（単位：人/㎢）

2000年 2005年 2010年 2015年 2020年

1位 東京都 5,517 5,751 6,016 6,169 6,403

2位 大阪府 4,652 4,655 4,670 4,640 4,638

3位 神奈川県 3,515 3,639 3,745 3,778 3,823

47位 北海道 73 72 70 69 67

札幌市 1,626 1,678 1,707 1,741 1,760
北海道

（札幌市除く）
47 46 44 42 40

東京圏 2,465 3,908 2,627 2,664 2,721

注： 東京圏は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
出典：総務省「国勢調査」から北海道局作成

人口密度の推移主な圏域中心都市の人口変化

出典：総務省「国勢調査」から北海道局作成

（単位：人）

○ 主な圏域中心都市の人口は、札幌市、倶知安町を除いて人口減少が進行。

○ 道内（札幌市除く）から札幌への人口移動に伴い、道内（札幌市除く）の人口密度は減少傾向。

北海道（札幌市を除く）の人口密度
→東京圏比約１/68



水道事業の将来推計（北海道）

※給水収益は水道料金による収入。H29は実績値。それ以外は推計値。

※経常収支比率（経常収入/経常費用）は、給水収益や一般会計からの繰入金等の収益で維持管理費
や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標。 H29は実績値。それ以外は推計値。

〇 全道の水道事業における給水収益は、平成29年度1,082億円から令和50年度には610億円になると推計（44％減）。

〇 宗谷圏域、留萌圏域の減少幅が大きく、令和50年度時点に60％を下回る。

〇 全圏域の水道事業の経常収支比率が令和50年度時点に100％を下回る。

9

出典：北海道「水道事業者の現状分析と将来推計の結果について（全道概要版）」 （2020）

出典：北海道「水道事業者の現状分析と将来推計の結果について（全道概要版）」 （2020）
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産業別就業者数の推計（北海道）

○ 北海道内の就業者数について、2015年244万人から2045年151万人になると推計（38％減）。

○ 産業別にみると、2015年比で第1次産業は45％減の９.４万人、建設業は38％減の12.７万人になると推計。

10

第１次産業の年齢別就業者数推計（北海道）
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就業者数の推移、労働力人口・非労働力人口（北海道）

（凡例）

50～60歳代の人の65歳以降における諸活動への関心度

出典： 厚生労働省委託事業「高齢者の社会参加の実態とニーズを踏まえた社会坂促進策の開発と
社会参加の実証に関する調査研究事業」（2014年３月 東京大学高齢社会総合研究機構）
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60～74歳
非労働力人口

65.1万人
（非労働力率
55.8%）

労働力人口・非労働力人口の概況（H27北海道）

出典：総務省「平成27年国勢調査」から北海道局作成
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H17→H27 生産年齢人口は▲6.5万人（▲4.1%）
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５歳階層別就業者数推移（北海道（札幌市除く））

H17→H27 生産年齢人口は▲52.9万人（▲15.8%）

○ 北海道内の就業者数について、札幌市、北海道（札幌市除く） ともに生産年齢人口の就業者（特に若い世代）は減少している一方、60歳以上の高齢
者の就業者は増加傾向。

○ ５歳階層別人口で最も多い65～69歳を含む60～74歳人口のうち、非労働力人口は51.5万人（非労働力率64.5％）。

出典：総務省「国勢調査」から北海道局作成 出典：総務省「国勢調査」から北海道局作成

生産年齢人口
15～64歳
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過疎地域等における生活機能・サポート人材、地域維持に係る作業や活動・課題

道内市町村が地域の協力を得ながら実施したい地域維持に係る作業や活動・課題

出典：北海道「令和３年度（2021年度）北海道集落実態調査の結果」

注１： 過疎地域等とは、過疎地域自立促進特別措置法及び過疎地域活性化特別措置法に基づく過疎地域を有する市町村。
注２： 各年４月１日現在
注３： 総集落数は、2015年は4136、2019年は3746。
出典：総務省「過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告書」から北海道局作成

過疎地域等における生活機能が立地している集落数（北海道）
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サポート人材が活動している集落数（北海道）

（市町村数）

○ 人口減少が進む過疎地域等では、生活機能、サポート人材は減少傾向。

○ 道内市町村が集落対策として地域維持に係る作業等を地域住民の協力を得ながら実施したいこと（除雪等）は多いが、行政依存の意識や担い手組織
の不在等が課題。

注１： 各年４月１日現在
注２： 総集落数は、2015年は4136、2019年は3746。
出典：総務省「過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告書」から北海道局作成

出典：北海道「令和３年度（2021年度）北海道集落実態調査の結果」
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町内会数の推移、世帯加入率

町内会への世帯加入率

町内会への世帯加入率（N=177市町村） 平成26年度 平成21年度

単位町内会数の推移（N=188市町村）

出典： （一社）北海道町内会連合「令和元年度市区町村町内会自治会連合会組織基本調査報告書」（令和２年３月）
注： 掲載した地図は、必ずしも我が国の領土を包括的に示すものではない。

苫小牧市拓勇東町内会のデジタルを活用した取組事例

町内会等のデジタルを活用した取組事例

苫小牧市町内会連合会ホームページ 函館市桔梗町会ブログ

○ 人口減少が進む市町村では町内会数、町内会への加入率が減少傾向。

○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、町内会でもデジタルを活用した情報発信・コミュニケーション等が始まっている。

出典： （一社）北海道町内会連合会「町内会による共助の取組事例集」



北海道におけるデジタル人材育成・確保の課題

出典：北海道 令和３年度第２回北海道Society5.0推進会議「デジタル人材育成・確保ワーキンググループ」資料３ 14

企業活動におけるデジタル・トランスフォーメーションの取組状況（日本：地域別）

注：※中小企業庁「中小企業者の定義」を元に、「製造業」、「建設業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「金融業・保険業」、「不動産業・物品賃貸業」、
「運輸業・郵便業」、「情報通信業」は従業員数が300人以上の企業を「大企業」、同300人未満の企業を「中小企業」として分類。
「卸売業・小売業」、「サービス業・その他」は、従業員数が100人以上の企業を「大企業」、同100人未満の企業を「中小企業」として分類。

出典： 総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

企業活動におけるデジタル・トランスフォーメーションを進める際の課題

企業活動におけるデジタル・トランスフォーメーションの取組状況、課題

○ 企業活動におけるデジタル・トランスフォーメーションの取組について、人口規模、企業規模が大きいほど取組が進んでいる傾向。

○ デジタル・トランスフォーメーションを進める際の課題としては、人材不足、費用対効果が不明、資金不足等となっている。

○ 北海道におけるデジタル人材育成・確保の課題として、地域間のデジタル人材格差があり、人材確保が難しいこと、費用対効果が不明なことがあげら
れている。

出典： 総務省「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」（2021）

中小企業
99.8%

大企業
0.2%

参考：北海道の規模別企業数

出典：2021年版 中小企業白書・小規模企業白書から北海道局作成

道内企業の
大半が該当



平成28年（2016年）11月「当社単独では維持困難な線区について」（ＪＲ北海道公表）に基づいて作成
（輸送密度は平成27年度(2015年度)実績基準）
注： 掲載した地図は、必ずしも我が国の領土を包括的に示すものではない。

JR北海道単独では維持することが困難な線区
（１３線区・１,２３７.２km）

JR北海道単独で維持可能な線区 等
（１１線区・１,１５０.７km）

JR北海道が単独で維持可能な線区

当面はJR北海道で維持していくが、線区を持続的に維持するために北海道高速鉄道開発㈱との関連で検討する線区

北海道高速鉄道開発㈱関連線区

北海道新幹線
（令和12年度末（2030年度末）までに札幌開業）

JR北海道から経営分離されるまでの間、同社が施設のスリム化などに取り組み効率的な運営を行う線区

北海道新幹線札幌開業に伴う経営分離区間

輸送密度200人未満(片道100人未満)の線区
JR北海道が持続可能な交通体系とするためにバス等への転換について相談を開始した線区

① 根室線（富良野～新得）
② 留萌線（深川～留萌）

JR北海道が鉄道を維持する仕組みについて相談を開始した線区
輸送密度200人以上2,000人未満の線区

③ 宗谷線（名寄～稚内）
④ 根室線（釧路～根室）
⑤ 根室線（滝川～富良野）
⑥ 室蘭線（沼ノ端～岩見沢）

⑦ 釧網線（東釧路～網走）
⑧ 日高線（苫小牧～鵡川）
⑨ 石北線（新旭川～網走）
⑩ 富良野線（富良野～旭川）

既に方向性が出た線区

※１ 石勝線（新夕張～夕張）

平成30（2018）年3月23日 鉄道事業廃止届提出
平成31（2019）年4月1日 鉄道事業廃止

※２ 札沼線（北海道医療大学～新十津川）

平成30（2018）年12月21日 鉄道事業廃止届提出
令和2（2020）年5月7日 鉄道事業廃止

※３ 日高線（鵡川～様似）

令和2（2020）年10月27日 鉄道事業廃止届提出
令和3（2021）年4月1日 鉄道事業廃止

稚内

名寄

北見

網走

根室

釧路
帯広

旭川

新旭川

東釧路

富良野

新得

室蘭
東室蘭

深川

留萌

新十津川

北海道医療
大学

小樽
桑園

札幌
南千歳

新千歳空港

追分

沼ノ端

鵡川

様似

長万部

森

大沼

七飯

五稜郭
函館

新函館北斗

新青森

苫小牧

滝川

新夕張

夕張

岩見沢 ①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

※３

※１

※２

鉄道ネットワークの現状（北海道）

■鉄道ネットワークの現状
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〇 JR北海道単独では維持することが困難な線区が13線区1,237km存在する。

〇 令和12年度末までに北海道新幹線が新函館北斗～札幌間で開通予定。



北方四島における共同経済活動、日ロ間の漁業関係

○ 日本・ロシア間では、北方四島における共同経済活動のプロジェクト候補の具体化に向けた議論が重ねられてきた。

○ 日本・ロシア間の漁業協定に基づく交渉により決定された操業条件の下で、我が国漁船及びロシア漁船による操業が行われている。

16

年月 概要

平成28年12月 日ロ首脳会談において、北方四島における共同経済活動に関する協議を開始することが、平和条約の締結に向けた重要な一歩にな
り得るということに関して、相互理解に達した。

平成29年9月 日露首脳会談の結果、早期に取り組む5件のプロジェクト候補（①海産物の共同増養殖、②温室野菜栽培、③島の特性に応じたツアー
の開発、④風力発電の導入、⑤ゴミの減容対策）を特定。

平成31年4月 「北方領土問題等の解決の促進のための特別措置に関する法律」改正において、共同経済活動に関する規定を追加（共同経済活動
のうち、主として北方領土隣接地域の経済の活性化に資するものとして主務大臣が定めるものを「特定共同経済活動」と位置づけ）。

令和元年10～11月 日本人観光客による初めての観光パイロットツアーを実施。

令和２年３月 共同経済活動のうち海産物の増養殖に資する中核的役割等を担う「根室市栽培漁業研究センター」が竣工

令和２年度以降 首脳間、外相間に加え、次官級協議、局長級作業部会等を通じてロシア側と議論が重ねられてきた。

【共同経済活動の経緯】

【日ロ間の漁業関係の概要】

協定名（略称） 概要

日ソ地先沖合漁業協定 サンマ、スルメイカ、マダラ等を対象とした相互入漁に関する協定

日ソ漁業協力協定 ロシア系サケ・マス（ロシアの河川を母川とするサケ・マス）の我が国漁船による漁獲に関する協定

北方四島周辺水域操業枠組協定 北方四島の周辺12海里内での我が国漁船の操業に関する協定

貝殻島昆布協定（民間取決め） 貝殻島（歯舞群島の一部）周辺の12海里内において、我が国の漁業者が安全にコンブ採取を行うための民間取決め

出典：外務省ホームページ、根室市ホームページから北海道局作成

出典：水産庁「令和２年度水産白書」から北海道局作成 ※本協定に基づく漁業生産の全てが、北方領土隣接地域に属するものではない。



気候変動による影響（果樹、酪農、漁業）

○ 気候変動による農業や水産業に対する様々な影響が予測されており、適応が求められている。
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出典：水産庁「令和２年度水産白書」から北海道局作成

北海道におけるブリ漁獲量

資料：北海道庁「北海道水産現勢」に基づき水産庁で作成

近年、ブリの
漁獲量が増大

出典：国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構「わが国のホルスタイン種育成雌牛の夏季増体量に及ぼす温暖化の影響予測」

現在 8月
（1971～2000年の平均値）

2040年代 8月 2060年代 8月

2060年代には西日本および東海、
北陸、関東まで15%以上の増体量
低下を示す地域が拡大することが
予測される。

20℃の際の増体量に対する
増体量の低下割合（％）

※ 10年あたり0.37℃上昇するモデル

温暖化がホルスタイン種育成雌牛の夏季増体量に及ぼす影響予測

出典：農林水産省 農林水産技術会議事務局「地球温暖化が農林水産業に及ぼす影響評価と
緩和及び適応技術の開発（プロジェクト研究成果シリーズ483）」（平成23年7月）

本州北部沿岸域に
おいて、分布密度の
低い海域が拡大。

日本海におけるスルメイカの分布密度予測

北海道沿岸域にお
いて、分布密度の
低い海域が拡大。

2000年 2050年 2100年

※掲載した地図は、必ずしも我が国の領土を包括的に示すものではない。

出典：農研機構「地球温暖化によるリンゴ及びウンシュウミカン栽培
適地の移動予測」から北海道局作成

うんしゅう
みかん

栽培適地が北上

栽培適地が北上し、
北海道のほとんどが
栽培適地に

気候変動による果樹の
栽培適地の変化予測

りんご

※掲載した地図は、必ずしも我が国の領土を包括的に示すものではない。



北海道の海域別の漁業生産

日本海海域

組合員１人当たり生産額：1121万円/人
沿岸漁業のうち栽培漁業の割合：50.8％

漁業生産額
529億円
（2019年）

漁業生産額
５２９億円
（2019年）

オホーツク海海域

えりも以東太平洋海域
えりも以西太平洋海域

漁業生産額
434億円
（2019年）

漁業生産額
677億円
（2019年）

漁業生産額
748億円
（2019年）

組合員１人当たり生産額：957万円/人
沿岸漁業のうち栽培漁業の割合：58.1％

組合員１人当たり生産額：1957万円/人
沿岸漁業のうち栽培漁業の割合：56.3％

組合員１人当たり生産額：3783万円/人
沿岸漁業のうち栽培漁業の割合：87.7％

ホタテガイ
21％

ナマコ
11％

ウニ
9％

コンブ
9％

タコ
8％

イカ
6％

サケ
5％

タラ
5％

ホタテガイ
19％

コンブ
21％

サケ
12％

スケトウダラ
9％

タコ
6％

ナマコ
5％

ホタテガイ
14％

サケ
12％

サンマ
12％

コンブ
11％

イワシ
9％

タラ
6％

タコ
6％

ホタテガイ
61％サケ

19％日本海海域
（稚内市～

函館市（旧椴法華村）

オホーツク海海域
（斜里町～猿払村）

えりも以東
太平洋海域

（広尾町～羅臼町）

えりも以西太平洋海域
（函館市（旧南茅部町）～えりも町）

※ 組合員：沿岸地区漁協（養殖組合除く）の正組合員
※ 沿岸漁業：大臣許可漁業及び小型さけ・ます流し網漁業、小型さけ・ますはえ縄漁業を

除いたもの
※ 栽培漁業：サケ・マス、ヒラメ、マツカワ、ホタテガイ、コンブ、ウニ、アワビ、カキ
※ 沿岸漁業のうち栽培漁業の割合：栽培漁業生産額÷沿岸漁業生産額

出典：北海道「北海道水産業・漁村のすがた2021」から北海道局作成 18

北海道の海域別の漁業生産

○ 海域別に生産される魚種や栽培漁業の割合には違いがあり、生産額には大きな格差がある。
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○ 2030年エネルギーミックスが達成された状態から、さらに各電源

を微少追加した場合に、電力システム全体に追加で生じるコストを
計算し、便宜的に、追加した電源で割り戻して kWh 当たりのコスト
（統合コストの一部を考慮した発電コスト（仮称）） を算出。

○ どの電源を追加しても、電力システム全体にコストが生じる。これ

を、どう抑制していくのか、誰がどう負担するのかを議論していくこ
とが重要。

電源別発電コスト

（
円

/k
W

h）

○ 再生可能エネルギーのうち、風力、太陽発電コストは、2020年に比べ、2030年には安価になると試算されている。

○ 一方で自然変動電源である風力発電及び太陽光発電は、電源立地や系統制約を考慮すると、発電コストが高くなる。

出典：経済産業省「第８回発電コスト検証WG」（2021年８月）から北海道局作成

2020年の電源別発電コスト試算結果の構成

2030年の電源別発電コスト試算結果の構成

電源立地や系統制約を考慮した「統合コストの一部を考慮した発電コスト」の分析・試算



北海道, 38件, 12%

東北, 18件, 6%

関東, 81件, 26%中部, 62件, 20%

関西, 42件, 13%

中国, 7件, 2%

四国, 6件, 2%

九州・沖縄, 61件, 19%

○ ユニバーサルツーリズムについて、「観光施設における心のバリアフリー認定制度」の北海道内認定施設数は38件であるが、一方、車いすレンタル
等のサポート体制、ツアー造成等を行うバリアフリー旅行相談窓口は、一部の地域にしか設置されていないため、全道に普及させる取組が必要。

ユニバーサルツーリズム

観光施設における心のバリアフリー認定制度認定数（R4.4.1時点）

北海道における観光施設における心のバリアフリー認定制度認定数推移

北海道内の主なバリアフリー旅行相談窓口と他地域での取組

北海道ユニバーサル観光センター・札幌

旭川ユニバーサルツーリズムセンター

カムイ大雪バリアフリーツアーセンター

日本ＵＤ観光協会

ピュアフィールド風曜日

■長崎ユニバーサルツーリズム産業共同提
案体による「バリアフリー旅行サポート体制の
強化に係る実証事業」（観光庁）の状況

出典：観光庁「バリアフリー旅行サポート体制の強化に
係る実証事業報告書」から北海道局作成

モニターツアーの様子
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出典：観光庁「観光施設における心のバリアフリー認定制度認定数（令和４年４月１日現在）」から北海道局作成

障害者等旅行取扱に関する課題

出典：観光庁「障害者等の旅行の取扱に関する現状調査（2018年８月～12月）」から北海道局作成

認定施設数
315

（件）

0
5

10
15
20
25
30
35
40

R3.9.10 R4.1.7 R4.2.18 R4.3.4 R4.3.18 R4.4.1

認定日別施設数 認定施設数累計



○ 訪日外国人の旅行消費単価は、全国及び北海道ともフランスやオーストラリア、英国等の欧米豪が比較的高い傾向にあるが、北海道では、香港やシ
ンガポールが欧米豪よりも高くなっている。

旅行消費単価（国・地域別）、旅行消費額（国別）、産業別労働生産性

【全国】 訪日外国人の一人一回当たり旅行消費単価（国・地域別）
（令和元年）

211,191 
203,560 

198,734 
197,076 

187,198 
185,837 
185,683 

171,349 
164,591 
163,503 

160,883 
159,683 

149,370 
145,067 

138,521 
116,349 
115,740 

113,380 
98,867 

93,994 
68,533 

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000

フランス
オーストラリア

その他
英国

スペイン
中国

ドイツ
米国

ロシア
シンガポール

カナダ
イタリア
ベトナム

インド
香港

インドネシア
マレーシア

タイ
フィリピン

台湾
韓国

（円）

出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」から北海道局作成

146,341 
146,196 

135,863 
129,415 
127,965 

118,215 
115,378 

109,727 
108,589 

104,376 
103,738 

100,681 
93,775 
92,515 

87,754 
75,718 

63,080 
61,003 

49,068 
47,843 

32,100 

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000

香港
ロシア

シンガポール
中国

オーストラリア
カナダ

英国
フランス

米国
ドイツ
その他

スペイン
タイ

インド
マレーシア

台湾
韓国

イタリア
フィリピン

インドネシア
ベトナム

【北海道】 訪日外国人の一人一回当たり旅行消費単価（国・地域別）
（令和元年）

（円）

出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」から北海道局作成
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948 416 

395 

283 

220 

144 

113 

101 

85 

24 

0 200 400 600 800 1,000

中国

台湾

韓国

香港

タイ

米国

シンガポール

マレーシア

オーストラリア

カナダ

（億円）

【全国】国別旅行消費額（上位10ヶ国）

出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」、観光庁「月別・年別統計データ（訪日外国人・出国日本人）」、
北海道「北海道観光入込客数調査報告書」から北海道局作成

※旅行消費額単価に訪日外客数を乗じて算出。

17,830 
4,597 

3,827 

3,173 

2,954 

1,495 

1,266 

836 

805 

739 

0 5,000 10,000 15,000 20,000

中国

台湾

韓国

香港

米国

タイ

オーストラリア

英国

シンガポール

ベトナム

（億円）

北海道

（令和元年）

全国

（令和元年）

【北海道】国別旅行消費額（上位10ヶ国）

出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」、観光庁「月別・年別統計データ（訪日外国人・出国日本人）」、
北海道「北海道観光入込客数調査報告書」から北海道局作成

※旅行消費額単価に訪日外客数を乗じて算出。



ＭＩＣＥ
○ 平成20年７月４日に閣議了解された「国際会議等の北海道開催の推進について」に基づき、局長級を構成員とする「国際会議等の北海道開催の推進

に係る各省庁連絡会議」を設置（事務局：国土交通省北海道局）。多様化する主催ニーズに対応した北海道ならではのMICEの提案等戦略的なMICE
誘致に取り組む。

○ 感染症対策や施設機能、効果、懸念される社会的影響への対策等を示した「北海道らしいIR コンセプト」の構築に取り組む必要がある。

国際会議の開催件数（2010年（平成22年）～2020年（令和２年））

出典：日本政府観光局「国際会議統計」
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出典：日本政府観光局「国際会議統計」から北海道局作成

北海道は全国９位
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